
２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
（単位：千円）

 ○水田畑地化による園芸品目への生産転換等

2,867,872 
(2,584,517)

55,596 
(0)

12,300 
(0)

2,291,997 
(2,229,343)

＋元年度2月補正
予算計上予定

301,046 
(0)

175,481 
(355,174)

＋元年度2月補正
予算計上予定

31,452 
(0)

113,769 
(0)

13,008,716 
(12,880,632)

＋元年度2月補正
予算計上予定

132
おおいたブラ
ンド推進課

農商工連携による農林水産物の付加価値向上を図るため、産地と県内
外の食品企業が連携した取組を支援する。
　・加工施設整備への助成（補助率１／２　１か所）
　【新】加工業務用原料の供給力強化に向けた大型鉄製コンテナ等の整
　　　　備への助成（補助率１／３）　など

食品企業連携産地拡大
推進事業

園芸品目等広域流通体
制整備事業

135

農業生産基盤の強化を図るため、高収益作物の導入に向けた排水対策
工事など水田の畑地化に取り組むとともに、農地中間管理機構等により
集積された農地の大区画化を実施する。

農村の防災・減災力の強化を図るため、ため池の耐震化や農業水利施
設の改修等を実施する。

農村基盤整備
課

129

水田の畑地化による園芸品目の導入を促進するため、園芸団地づくり
計画の区域において、園芸品目に適した水源及び客土を確保する。
　・水源調査　由布市、津久見市
  ・客土賦存量調査　北部地域

農村整備計画
課

130

戦略品目等の産出額のさらなる向上を図るため、新規就農者による栽
培施設の整備等に要する経費に対し助成する。
　・栽培施設　水耕レタス・ほうれん草（国東市）
　・集出荷施設　キャベツ、にんじん　（竹田市）
  【新】新規就農者向け承継支援メニューの創設
　　　　　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）
　【新】県産いちご「ベリーツ」栽培の効率化に向けた施設整備　など

園芸振興課

131

大野川上流地区において、大蘇ダムからの畑地かんがい用水の活用に
よる野菜等の生産拡大を図るため、条件整備に要する経費に対し助成す
る。
　・大野川上流地区園芸産地強化対策事業
    　給水栓の新規設置への助成（２万円／箇所）
　・活力あふれる園芸産地整備事業（一部再掲）
　　　露地野菜産地拡大のための集出荷施設整備等への助成

農村整備計画
課
園芸振興課

水田畑地化等基盤整備
促進事業

大野川上流地区園芸産
地強化対策事業等

活力あふれる園芸産地
整備事業

（公）農業農村整備事業

133

園芸品目等の輸送の効率化やモーダルシフトを推進するため、大分青
果センターを拠点とした広域流通体制を構築する。
　・ＲＯＲＯ船に対応した冷蔵シャーシ導入への助成（補助率１／２）
　・未開拓市場におけるマーケット調査の実施

おおいたブラ
ンド推進課

農地活用・集
落営農課

高生産性水田農業強化対
策事業

134

大規模な水田農業経営体の規模拡大と低コスト・高収益化を実現する
ため、スマート農業技術の実証を行うとともに、高性能農業機械等の導
入を支援する。
　・中山間地域におけるスマート農業一貫体系の実証　など

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和２年度
当初予算額

元年度7月補正後
予算額

128

127

農業の構造改革を加速するため、水田の畑地化による高収益な園芸品
目への生産転換等を総合的に支援する。
　・水田の畑地化目標　１,５００ｈａ（令和１０年度末）

園芸振興課
　　　　 ほか

水田畑地化・園芸品目転
換促進等関連事業

大規模な園芸産地を育成するため、市町策定の園芸団地づくり計画に
基づく取組等に対して重点的に支援する。
  ・畑地化用の農地提供者に対する協力金の拡充
　　（１０a当たり２万円→３万円）
  ・気象状況等の影響により、水稲からの転換者の露地野菜販売額が生
　　産原価を下回った場合に次期作付費用を助成（作付開始後２作分）
　・優良果樹園地承継のための技術アドバイザー制度の創設
　・研修期間中の果樹成園（就農予定園）の中間管理費への助成
　・県営基盤整備事業の要件緩和（面積要件１０ha→２ha以上）　など

園芸振興課
大規模園芸産地形成促
進事業

特

新

新

新

新



 ○マーケットインの商品づくりの加速

29,938 
(0)

40,277 
(0)

2,064,948 
(1,560,270)

372,238 
(317,176)

＋元年度2月補正
予算計上予定

47,781 
(56,535)

169,677 
(148,932)

7,086
(15,419)

13,466 
(0)

2,484,946
(1,680,430)

＋元年度2月補正
予算計上予定

785,760 
(155,760)

＋元年度2月補正
予算計上予定

70,670 
(74,894)

林務管理課

林務管理課
林産振興室
森林整備室

人工林の伐期到来による素材生産量の増加に対応した林業・木材産業
の構造改革を推進するため、森林所有者が行う路網整備や製材業者が行
う木材加工施設整備等に要する経費に対し助成する。
　・林業専用道開設(2.3～2.7万円/m)、森林作業道開設（2,000円/m）
　・搬出間伐（42.3万円/ha）、高性能林業機械（補助率1/3）
　・木材加工施設（補助率1/2）　など

林業成長産業化総合対策
関連事業

144

林業専用道整備促進事業145

素材生産コストの低減を図るため、木材等のトラック運搬が可能な林
業専用道の開設を支援する。
　【新】耐久性強化に向けた路床改良への助成(2,500円/m）
　【新】豪雨等で崩壊の危険性がある法面の保護工等への助成
　　　　（既設路線、事業費の10％以内）                 　 など

146

肉用牛競争力強化対策事
業

141 畜産技術室

国際化の進展に対応可能な生産性の高い酪農経営体制を構築するた
め、後継牛の能力向上や規模拡大の取組を支援する。
　【特】高能力乳牛留保のためのｹﾞﾉﾑ育種価検査料助成(補助率2/3)
　・性判別精液による人工授精への助成（8千円→15千円へ単価増）
　・優良雌牛導入貸付金（100万円/頭　新規80頭分）
　・搾乳牛増頭時の育成費の助成（6.9万円/頭　250頭分）
　・暑熱対策設備等の助成（発電機を対象に追加）　など

酪農経営生産性向上対策
事業

139 畜産技術室

持続可能な肉用牛生産基盤の確立に向け、規模拡大を目指す経営体が
行う畜舎などの整備に要する経費に対し助成する。
　・畜産クラスター計画に基づく整備（補助率１／２）
  ・既存農家の規模拡大(補助率１／２、畜舎新設・改修)

農業の省力化・高品質化を図るため、ＩＣＴ等の先端技術を活用した
スマート農業の実証等を行う。
　・ドローンを活用した生育診断技術の開発（白ねぎ、茶）
　・環境制御技術を活用した収量等の向上手法の開発　など

140
おおいた和牛流通促進対
策事業

肥育・繁殖牛生産性向上
対策事業

主伐・再造林システム構
築事業

森林整備室

森林施業の低コスト化を実現するため、主伐から再造林までの一貫作
業システムの導入に取り組む事業体を支援するほか、主伐への本格移行
に伴う再造林面積拡大に対応するため、苗木の増産等に要する経費に対
し助成する。
　・コンテナ苗生産施設の整備への助成（補助率２／３）
　【新】造林の省力化に向けた測量用ドローン導入への助成　など

136
おおいたブラ
ンド推進課

県産いちご「ベリーツ」のブランド確立のため、高品質・安定生産に
向けた生産対策及びギフト・高級スイーツ用などの流通・販売対策を強
化する。
　・高収益モデルの確立に向けた実証ほ場の設置（１４か所）
　・品質向上等に向けた設備導入などへの助成
    　補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）
　・百貨店、高級果実専門店等への販促活動の強化　など

畜産振興課

おおいた和牛の認知度向上と流通拡大を図るため、戦略的なＰＲ対策
を実施する。
　・サポーターショップの拡大（１９か所→２６か所）
　・サポーターショップ主体の地域イベント等の開催支援
　・インフルエンサー等を活用した情報発信　など

137 畜産技術室

全国トップレベルの肉用牛産地づくりを推進するため、枝肉重量の向
上や分娩間隔の短縮などに重点を置いた肥育・繁殖技術の指導体制を強
化するとともに、飼養環境の改善に向けた設備整備等を支援する。
　・肥育・繁殖技術指導体制の強化に向けた資機材整備
　・飼養管理（暑熱・省力化対策）設備への助成（細霧装置等）　など
　　　補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）

「ベリーツ」ブランド確
立対策事業

138 畜産技術室

肉用牛の生産基盤を強化するため、繁殖・肥育農家の増頭につながる
取組等を支援する。
　・繁殖雌牛増頭時の育成費の助成（1,125頭）
　　　限度額　 4.8万円/頭(成牛導入型)～10.5万円/頭(子牛導入型)
　・畜産公社肥育牛預託制度の預託原資の貸付
　　　貸付単価　80万円/頭(素牛預託)～120万円/頭(飼育管理預託)
　【新】おおいた和牛の増頭の加速に向けた預託原資の増額

肉用牛生産基盤拡大支援
事業

安全・安心な農産物の生産や経営改善等を図るため、ＪＧＡＰの認証
取得に向けた取組を支援する。
　・団体認証の取得に向けた準備経費への助成（補助率１／２）
　・ＪＧＡＰの取組を通じた経営改善効果等の実証　など

地域農業振興
課

ＧＡＰを活かす産地育成
事業

143

142
スマート農業普及拡大事
業

地域農業振興
課

特

特

特



635,820 
(588,000)

55,778 
(54,544)

581,055 
(894,380)

＋元年度2月補正
予算計上予定

119,886 
(67,548)

31,506 
(30,878)

39,572 
(38,159)

11,986 
(0)

5,000 
(0)

76,649 
(0)

113,501 
(67,800)

40,726 
(39,969)

林産振興室

県産材の需要拡大と製品加工等の低コスト化を図るため、木材の加工
流通施設や木質バイオマス施設の整備、労働環境改善への取組を支援す
る。
　【新】製材所等が実施する労働環境改善への助成　など
　　　　　補助率　１／２（県１／４　市町村１／４）

林業再生県産材利用促進
事業

水産振興課
（南部振興局）

入津湾沿岸における陸上養殖場において、ヒラメ養殖の生産性向上を
図るため、低コストで水中の酸素濃度を高めることができる酸素発生機
の導入を支援する。
　・補助率　２／３（県１／３　市１／３）

入津湾養殖ヒラメ経営強
化事業

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会が行う輸出拡大の取組を支援する。
　・自由貿易の進展に伴う販売促進（米国、ベトナム、タイ、ＥＵ等）
　【特】輸出にチャレンジする生産者のトライアル出荷等への助成
　・中国への養殖ブリ輸出に必要な放射能検査の迅速化　など

林産振興室
木造建築物等建設促進総
合対策事業

水産振興課

漁業管理課

今後の成長が期待できる養殖マグロの振興を図るため、大分方式の深
層型養殖生け簀等を活用した赤潮被害に強い養殖手法について実証す
る。
　【新】カキの浄化能力を用いた赤潮被害軽減対策の検証　など

ヒラメ養殖の生産振興を図るため、成長促進効果が認められた緑色Ｌ
ＥＤの普及を促進するとともに、赤潮被害に強い生産体制づくりを支援
する。
　・緑色ＬＥＤ灯具の整備への助成
　　　補助率　２／３（県１／３　市１／３）
　・地下海水を用いた赤潮被害防除体制の整備への助成
　　　補助率　２／３（県１／３　市１／３）

おおいたブラ
ンド推進課

水産振興課資源造成型栽培漁業推進
事業

放流用種苗生産施設の生産性向上を図るため、老朽化した種苗施設
（大分県漁業公社国東事業場）の建替を行う。
　・実施内容　実施設計、旧施設解体工事
　・竣工予定　令和４年度

水産振興課種苗生産施設整備事業

水産資源を早期に回復させるため、放流魚種（９魚種）ごとの資源管
理目標を設定するとともに、漁獲する魚の体長制限の強化など、漁業者
の自主規制のレベルに応じて、種苗放流を段階的に支援する。
　・資源管理計画のみ　　　　　　　　　地元：県＝1：3/4
　・委員会指示及び資源管理計画　　　　地元：県＝1：1
　・委員会指示及び資源管理計画の強化　地元：県＝1：1.1～1.3

148 林産振興室

素材生産量の増加に対応し、細かな選別が不要な曲がり材を効率的に
流通させるため、中間土場の整備に要する経費に対し助成する。
【特】大規模化・多様化する需要者ニーズに対応するため、市場等の広
域連携体制の構築を支援する。
　・２地域（県北西部、県南豊肥）

原木中間集積地整備事業

150

156

149

県産材の需要拡大を図るため、地域材を使用した公共建築物等の建設
に要する経費に対し助成するとともに、県産材を活用した木造建築物の
普及に取り組む。
　・公共建築物等の木造化への助成（補助率１／２）
  【新】中低層の木造モデル建築物建設への助成　など
　　　　　補助率　１／２　限度額　１，５００万円

152

153

155

157

ヒラメ養殖業生産体制強
化支援事業

154

養殖マグロ成長産業化推
進事業

農林水産物輸出需要開拓
事業

151

乾しいたけの消費拡大を図るため、生産者と流通事業者等が一体と
なって行うブランド力向上や新たな消費者層の獲得に向けた取組を支援
する。
　・うまみ成分やこだわりの品種等の新たな切り口によるＰＲの本格化
　【特】乾しいたけの粉末製造機等導入への助成（補助率1/2）　など

林産振興室
しいたけ消費拡大推進事
業

森林整備室

森林の公益的機能の確保に向け、主伐後の確実な再造林を推進するた
め、森林所有者が行う従来の植樹本数を削減した低コスト再造林に要す
る経費に対し、製材業界等と連携し、国庫補助に上乗せして助成する。
　・補助対象　植樹本数 1,000本以上2,000本以下/1ha（スギ）
　・補 助 率　国51％、県32％、業界5％、森林所有者12％
【新】ヒノキによる再造林を推進するため、寄附金を活用し、苗木購入
経費等に対し助成する。
　・補 助 率　国51％、県32％、業界5％、寄附金3％、森林所有者9％

147 再造林促進事業

地

特

特



 ○力強い経営体の確保・育成

39,650 
(0)

767,699 
(784,458)

43,471 
(19,225)

2,026 
(0)

83,016 
(81,589)

25,383 
(0)

44,286 
(36,486)

166,300 
(152,216)

＋元年度2月補正
予算計上予定

35,267 
(35,381)

13,161 
(18,778)

水産振興課

農福連携推進事業

日本一の乾しいたけ生産技術の継承を図るため、しいたけ版ファー
マーズスクールを設置し、研修生等に対し給付金を交付するとともに、
生産施設の整備に要する経費に対し助成する。
　・給付金の交付（45→50歳未満に拡充）
        独 立 準 備 型　75万円/年　2年間（600時間以上の研修）
　【新】独立経営開始型　45万円/年（1年目） 22万5千円/年（2年目）
　　　　親 元 準 備 型　50万円/年　2年間
　【新】親元経営開始型　30万円/年（1年目） 15万円/年（2年目）
  【新】雇　　用　　型　60万円/年　2年間（雇用主に交付）　 など

畜産技術室
肉用牛新規参入促進特別
対策事業

林務管理課

林業経営等を担う人材を確保・育成するため、(公財)森林ネットおお
いたが行う｢おおいた林業アカデミー｣や、林業事業体が行うＯＪＴ研修
の経費に対し助成するとともに、研修生に対し給付金を交付する。
　・緑の青年就業準備給付金　(国)137.5万円/年(45歳未満)
　・中高年移住就業給付金　　(県)　100万円/年(45歳以上55歳未満)
　・造林ＯＪＴ型研修への助成（補助率1/2）　など

新規就農者の確保・育成を加速するため、就農初期の負担軽減及び
セーフティネットの構築に取り組む。
　・就農初期の経営安定に向けた収入補てん制度の創設
　　（人材投資資金(国)と併せ、農業所得が250万円となるよう設計）
　・移住就農者の産前産後における農作業のサポート支援
　・就農初期の常用設備整備への助成
　　　補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）　限度額 ３０万円

新規就農者負担軽減対策
事業

165 林務管理課

林産振興室

主伐・再造林を一体的に担う中核的な林業経営体を育成するため、先
端技術を活用した業務の省力化や人材育成などを支援する。
　【新】苗木運搬用ﾄﾞﾛｰﾝや下刈用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ等導入への助成
　　　　　補助率 1/2　限度額 250万円
　【新】造林作業員を新規雇用する事業体への社会保険料の助成　など
　      　補助率 2/3（県1/3　市町村1/3） 限度額 12万円/人(3年間)

159

女性就農者確保対策事業

162

意欲ある漁業の担い手を確保・育成するため、就業希望者への情報発
信を強化するとともに、漁業学校の研修生や新規就業者に対し給付金を
交付する。
　・給付金の交付（45→50歳未満に拡充）
　　　　独立･雇用準備型　150万円/年　1年間
　　　　独立経営開始型 　150万円/年　1年間
　　　　親 元 準 備 型　 150万円/年　1年間
        親元経営開始型　 100万円/年　1年間　　　　　　　　 など

163

繁殖経営への新規就業を促進するため、20頭規模以上の飼養計画を有
する新規参入者が行う施設整備等を支援する。
　・畜舎新築・改修や繁殖牛導入等への助成
　　　畜舎・繁殖牛　補助率　３／４（県３／８　市町村３／８）
　　　省力化機器　　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）
　・畜産インターンシップ制度の創設　など

164

林業事業体強化推進事業

乾しいたけ新規参入者支
援事業

林業新規参入者総合支援
事業

新規就業・経
営体支援課

158

161

農業次世代人材投資事業

新規就業・経
営体支援課

160

女性就農者を確保するため、県内各地で活躍する女性農業者の情報発
信や就農に関心を持つ女性向けセミナー等を開催するとともに、女性が
働きやすい環境づくりに取り組む経営体を支援する。
　・更衣室等の整備費助成　補助率１／２（県１/４　市町村１/４）
【新】女性の独立就農を促進するため、女性向け研修施設の整備に対し
助成する。
　・水耕栽培施設等整備への助成

担い手不在集落を広域エリアで総合的にサポートするため、地域農業
経営サポート機構の運営経費に対し助成するとともに、集落営農法人の
経営力強化に向けた法人再編を支援する。
　【特】新規設置数　２機構（１２機構→１４機構）
　【特】集落営農組織の広域連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ設置及び連携法人設立支援

農業分野での高齢者等の活躍を促進するため、地域内での労働力の需
給調整システム(農業ｻﾎﾟｰﾀｰ人材ﾊﾞﾝｸ)の構築を支援する。(5か所)

就農意欲の喚起と就農後の定着等を図るため、就農時５０歳未満の就
農者に対し給付金を交付する。
　・独立･雇用準備型(国)150万円/年 最長2年間(1,200時間以上の研修)
　・独立経営開始型 (国)150万円/年 最長5年間
　・親 元 準 備 型 (県)150万円/年     1年間(1,200時間以上の研修)
　・親元経営開始型 (県)100万円/年 最長2年間(準備型給付期間含む)

就農時５０歳以上５５歳未満の県外からの移住就農予定者に対し給付
金を交付する。
　・移住就農準備給付金の交付　100万円/年　最長2年間

農地活用・集
落営農課

集落営農構造改革対策事
業

新規就業・経
営体支援課

農業分野における障がい者の活躍を促進するため、農福連携を推進す
る農業者の拡大に取り組む。
　・農福連携を実践する先進農家での研修会の開催
　・農業者への農福連携支援アドバイザーの派遣　など

新規就業・経
営体支援課

166

167 漁業担い手総合対策事業

特

特

新



 ○元気で豊かな農山漁村づくり

2,134,973 
(1,812,496)

791,987 
(759,816)

118,676 
(44,586)

81,346 
(63,500)

4,968 
(0)

1,600 
(0)

②活力と変革を創出する産業の振興
（単位：千円）

1,092,897 
(832,884)

82,821
(68,439)

95,287
(0)

森との共生推
進室

令和２年度
当初予算額

元年度7月補正後
予算額

アバター戦略推進事業 情報政策課

事　業　名

森との共生推
進室

全国育樹祭開催準備事業

森林経営管理制度の円滑な実施を図るため、市町村の森林管理体制の
構築を支援する。
　・県が保有する森林計画図等の情報更新と市町村への提供
　・森林ＧＩＳ研修等の実施
　【新】航空レーザー測量による森林基本図の情報更新

当　初　予　算　の　概　要

林務管理課

水産振興課
（東部振興局）

所管課

商工観光労働
部ほか５部局

高齢化や人口減少が著しい中山間地域の多面的機能の維持保全や棚田
地域の持続的発展等を図るため、中山間地域等直接支払交付金制度の活
用により、集落ぐるみでの農業生産活動等を支援する。
　・第５期対策　令和２～６年度
　　（指定棚田地域振興活動加算の創設）

地域農業振興
課

168

鳥獣被害総合対策事業

173

佐伯市宇目における「くり」の生産振興を図るため、水田の畑地化に
よる栽培モデル圃場の設置や生産者の確保・育成に向けた講習会の開催
等を支援する。
　・実施主体　生産者協議会
　・補助率　　１／２

宇目くり産地拡大スター
トアップ事業

野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、狩猟者確保対策、捕
獲対策、集落全体で行う予防対策を総合的に支援する。
　・有害捕獲専従者に対する狩猟税の不徴収
　・捕獲報償金額
　　　　　　シカ　　　猟期内　　　　　　　　　　　11,000円/頭
　　　　　　　　　　（ジビエ処理施設への直接持込　13,000円/頭）
　　　　　　　　　　　猟期外　　　　　　　　　　　10,000円/頭
　【特】捕獲や安全管理技術等の向上を担う次世代リーダーの育成
　【新】ＩＣＴを活用した山間部等でのシカ捕獲の実証　など

172

中山間地域等直接支払事
業

健全で活力ある森林を育て、次の世代に引き継ぐことの大切さを伝え
るため、令和３年度に本県で開催される第４５回全国育樹祭に向けて、
実施計画の策定や会場整備等を行う。
　・実施計画等の策定
　・お手入れ行事の会場整備　など

姫島村の基幹産業である水産業の新規就業者を確保するため、漁業体
験ツアーの実施や姫島村漁業の魅力を伝えるＰＲ動画の作成等を行う。

姫島新規漁業就業者確保
支援事業

169

171

170
市町村森林管理体制整備
支援事業

先端技術への挑戦関連事
業

176

園芸振興課
（南部振興局）

175

遠隔操作ロボット「アバター」による新産業の創造や県内の課題解決
を図るため、体験型観光や人手不足対策等の分野における有効性の実証
を行うとともに、「アバター」を活用した教育活動を展開する。
　【特】アバター産業創出塾の開催
　・アバター活用の実証に対する助成
　　　補助率　１／２　　限度額　１，５００万円
　・小学校の社会見学等における活用

情報政策課

ＡＩ、５Ｇ等の先端技術やオープンデータの活用による地域課題解決
及び新産業創出を図るため、製品開発への助成や実証実験等を行うとと
もに、県内企業に活用を促すための普及啓発等に取り組む。
　・先端技術を活用した製品開発等への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　１，０００万円
　・５Ｇ利活用の促進に向けた実証実験（福祉、農業分野）や県民向け
　　体験ブースの設置（観光分野）
　・オープンデータを用いたアプリ開発合宿の開催（１１月）　など

先端技術挑戦プロジェ
クト推進事業

地域課題を解決し、県内中小企業による新たな産業のフロンティアを
切り開くために、ＡＩ、ロボット、ドローン等の先端技術に挑戦し、活
用する。
　・４１事業

174

地

地

特



84,404
(82,552)

12,300
(0)

20,000
(20,000)

15,839
(0)

20,529
(15,147)

79,356 
(15,419)

160,602 
(55,848)

25,753 
(38,159)

10,000 
(0)

7,500 
(1,500)

宇宙への興味・関心を喚起し、県内企業の宇宙関連産業への挑戦機運
を醸成するため、令和３年度に本県で開催される「宇宙技術および科学
の国際シンポジウム（ＩＳＴＳ）」と連携した普及啓発や宇宙ビジネス
セミナー等を実施する。

新産業振興室

商業・サービ
ス業振興課

長時間労働の是正に向けた職員行動指針に基づき公務能率の向上を図
るため、ＩＣＴの積極的な活用に取り組むとともに、ＡＩ、ＲＰＡ
（Robotic Process Automation）を導入する。

情報政策課
ＩＣＴ活用業務効率化
推進事業

水産業分野における生産性向上を図るため、養殖業でのスマート技術
の活用を支援する。
　・養殖マグロ成長産業化推進事業（一部）（20,433千円）
　　　深層型養殖生け簀等を活用した赤潮被害に強い養殖手法の実証
　・ヒラメ養殖業生産体制強化支援事業（一部）（5,320千円）
　　　【新】成長促進効果が認められた緑色LEDの普及促進

（再掲）養殖マグロ成
長産業化推進事業等

（再掲）林業事業体強
化推進事業等

建設産業における女性の活躍を推進するため、経営者向けトップセミ
ナーを開催するとともに、現場技術の情報化を活用し、ドローンによる
測量や積算・コスト管理、情報発信能力等を取得するスキルアップセミ
ナー等を開催する。
　・ＩＣＴ機器等導入への助成
　　　補助率１／２　限度額５０万円

土木建築企画
課

新産業振興室
ＩＳＴＳプロジェクト
推進事業

市場の成長が期待される小型無人機（ドローン）分野の産業集積を加
速するため、研究開発や販路開拓等の取組を支援する。
　・大分県ドローン協議会の取組
　　機器開発補助　　　　　：補助率　２／３　　限度額　５００万円
　　ｿﾌﾄ・ｻｰﾋﾞｽ開発補助　　：補助率　１／２　　限度額　２５０万円
　　【特】社会実装促進補助：補助率　１／２　　限度額　１５０万円
　・ドローン宅配等の実用化に向けた実証実験（３件）　など
【特】ドローン活用による地域課題の解決を促進するため、ドローン
サービス提供者と利用者とをマッチングする事業者（ドローンビジネス
プラットフォーマー）の運営に要する経費に対し助成する。
　・補助率　２／３　　限度額　１，５００万円

高齢者の増加等により県内各地域が抱える移動手段の課題を解決する
ため、次世代モビリティサービスの効果的な導入に向けた検討及び実証
を行う。
　・地域課題と先端技術のマッチング等を検討する検討会の開催
　・ＡＩ技術等を活用した次世代モビリティサービスの実証
　【新】サービスの理解深化に向けたシンポジウムの開催

181

建設産業女性活躍推進
事業（一部）

次世代モビリティサー
ビス導入推進事業

サービス産業先端技術
活用実証事業

180

サービス産業の労働生産性の向上など経営改善を図るため、完全
キャッシュレスの試行や最先端ＡＩシステムの試験導入に取り組むとと
もに、その効果を検証する。
　・完全キャッシュレス購買実証イベントの開催（５月）
　・最先端ＡＩによる経営支援システムの実店舗への試験導入　など

179

177 ドローン産業振興事業

178

工業振興課

186

182

185

こども未来課

保育現場の働き方改革を推進し、保育人材の確保と職場定着を図るた
め、ＩＣＴを活用して業務効率化に取り組む保育施設を支援するほか、
一時預かり等の多様な保育ニーズに対応する経費等に対して助成する。
　【特】ＩＣＴを活用し業務効率化に取り組む保育施設への助成(15園)
　　　　　補助率　１／２　　限度額　５０万円

（一部再掲）保育環境
向上支援事業

農地活用・集
落営農課
地域農業振興
課

農業分野における生産性向上を図るため、スマート農業技術の実証等
を行う。
　・高生産性水田農業強化対策事業（一部）（72,270千円）
　　　【新】中山間地域におけるスマート農業一貫体系の実証等
　・スマート農業普及拡大事業（7,086千円）
　　　ドローンを活用した生育診断技術の開発（白ねぎ、茶）等

（再掲）高生産性水田
農業強化対策事業等

183

林業分野における生産性向上を図るため、ドローンの活用等を支援す
る。
　・林業事業体強化推進事業（一部）（15,000千円）
　　　【新】苗木運搬用ドローン導入への助成等
　・主伐・再造林システム構築事業（一部）（15,000千円）
　　　【新】造林の省力化に向けた測量用ドローン導入への助成
　・市町村森林管理体制整備支援事業（一部）（117,181千円）
　　　【新】航空レーザー測量による森林基本図の情報更新等
　・鳥獣被害総合対策事業（一部）（13,421千円）
　　　【新】ＩＣＴを活用した山間部等でのシカ捕獲の実証

184
漁業管理課
水産振興課

林務管理課
森林整備室
森との共生推
進室

特

特

特



39,000 
(39,000)

26,620 
(12,466)

16,674 
(17,732)

114,574
(150,678)

50,000 
(0)

31,337
(32,621)

21,568
(0)

32,545 
(18,459)

2,205,922 
(1,497,167)

ＳＴＥＡＭ教育を推進し、社会の変革（イノベーション）を起こす人
材や地域社会に求められるＩＣＴ人材の育成を実践するため、先端技術
企業のラボを県立情報科学高校内に設置し、企業の実施する実証実験等
に参加するほか、実践的なプログラミング学習やマーケティングの授業
等での課題解決型学習を連携して行う。

教育財務課

令和４年度の新学習指導要領実施に向けて生徒の情報活用能力を育成
するため、県立学校にＩＣＴ教育環境を整備するとともに、ＩＣＴを活
用した効果的な授業の着実な実施につなげる教科別研修会等を開催す
る。
　・電子黒板の整備（１６７教室）
　・タブレット型端末の配備（３，９３８台）
　・プレゼンテーション実践教室の整備（３教室）

高校教育課

戦略的・効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及び
雇用創出の一部に対し助成する。

　〔債務負担行為　６６０，２３０千円〕

企業立地推進
課

191

離島等の条件不利地域を中心に、ＩＴ関連企業等の誘致を推進するた
め、市町村が行うサテライトオフィス整備のほか、進出企業の事業開始
時の初期経費に対し助成する。
　・市町村に対する助成
　　　補 助 率　離島等２／３
　　　　　　　　その他１／２（財政力指数0.67未満の市町村）
　　　対象経費　施設の取得・増改築費、ＩＴインフラ経費
　・進出企業に対する助成
　　　補 助 率　離島等２／３
　　　対象経費　条件不利地域における人材確保経費等

195

未来を拓く学校づくり
事業

高齢者福祉課
（一部再掲）介護労働
環境改善事業

企業立地推進
課

企業立地促進事業

194

小・中学生の科学に関する好奇心や探究心を育むため、学習機能を
持った「体験型子ども科学館Ｏ-Ｌａｂｏ（オーラボ）」を設置し、企
業・大学・高校と連携した科学体験講座を実施する。
　【特】講座定員数の拡大に向けた拠点の移転
　【特】サテライトラボ（地域拠点）での科学体験講座の開催
　　　　（中津市、日田市、佐伯市）
　【特】先端技術に関するシリーズ講座の開催（計５回）
　【特】宇宙に関する講座や講演会の開催（ISTSプレイベント）　など

社会教育課
子ども科学体験推進事
業

県立学校ＩＣＴ活用授
業推進事業（一部）

188 医療政策課

地域における総合的な医療提供体制を確保するため、地域医療介護総
合確保基金を活用し、回復期病床への転換など病床の機能分化等に関す
る施設整備を行う医療法人等に対し助成する。
　・モバイル機器を活用した救急医療連携システムの整備

（一部再掲）地域医療
介護総合確保施設設備
整備事業

193

187

介護従事者の負担を軽減し離職防止を図るため、ＩＣＴ化やノーリフ
ティングケア（抱え上げない介護）等により働きやすい職場環境の整備
を行う事業所を支援する。
　・介護現場における書類作成業務等へのＩＣＴ機器の導入支援
　　　　補助率　１／２　　限度額　１００万円
　・ノーリフティングケア用移乗支援ロボット（非装着）の導入支援
　　　　補助率　１／２　　限度額　　５０万円
  ・介護ロボットの導入支援
　　　　補助率　１／２　　限度額　　３０万円

192

離島や過疎地域等の条件不利地域において、県外からのＩＴ企業や人
材の呼び込みを加速するため、姫島村をモデルに姫島ＩＴアイランド構
想を推進する取組を支援する。
　・先駆的な課題解決プロジェクト創出への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　１，２００万円
　【新】ワーケーション（work×vacation）モニターツアーの実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

情報政策課
姫島ＩＴアイランド構
想推進事業

189

県民の防災意識の向上を図るため、被災状況を疑似体験できる地震体
験車や防災啓発映像を活用し、自主防災組織の防災訓練など地域での防
災教育を強化する。
　・ＶＲ（仮想現実）技術を用いた防災啓発映像の制作

防災対策企画
課

（一部再掲）防災意識
向上疑似体験啓発事業

サテライトオフィス整
備・誘致推進事業

190

特

新



34,459,483 
(35,697,533)

1,347,853 
(1,316,770)

145,647 
(136,378)

4,792 
(4,609)

29,819 
(27,475)

44,551 
(0)

14,729 
(0)

③地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興
（単位：千円）

147,817 
(71,597)

令和２年度
当初予算額

元年度7月補正後
予算額

200

所管課

観光誘致促進
室

インバウンド推進事業

経営創造・金
融課

中小企業金融対策費

経営創造・金
融課

（再掲）おおいたスター
トアップ支援事業

商工観光労働
企画課

小規模事業支援事業

小規模事業者の経営力強化を図るため、商工会・商工会議所が行う経
営改善普及事業に要する経費及び商工会連合会が行う商工会指導事業に
要する経費に対し助成する。

伴走型の支援により小規模事業者の持続的な発展を後押しするため、
商工会・商工会議所の支援体制を強化する。
　・経営支援員の拡充（５２人→７５人）

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターを中心として、創業者の成長志向に応じた指導
やフォローアップ等を行う。
　【特】女性の創業促進に向けた支援者ネットワークの構築
　【特】留学生起業家と専門家との意見交換会の開催（２回）
　【特】起業家の資金調達環境整備に対する支援
　・国のわくわく地方生活実現パッケージを活用した起業支援（地域課
　　題解決型起業支援補助）　など
　　　補助率　１／２（国１／４　県１／４）　　限度額　２００万円

観光政策課観光消費促進事業

商業・サービ
ス業振興課

食観光推進事業

経営創造・金
融課

事業承継促進事業

宿泊・ホテル施設の集客力強化を図るため、宿泊業者のスキルアップ
に向けた講座を開催するとともに、多様な旅行形態に対応した受入環境
の整備を支援する。
　・現場リーダー育成講座の開催
　・受入環境整備に対する支援
　　　補助対象経費　①小規模改修費・備品購入費など
　　　　　　　　　　②ホームページ改修費
　　　補助率　　　　１／２
　　　限度額　　　　２００万円（①１２５万円、②７５万円）

宿泊業が抱える経営上の課題解決を図るため、モデル地域において複
数の宿泊業者が連携して行う顧客開拓や人手不足対策の取組を支援する
（３地域）。

食の魅力により県外からの観光需要を獲得するため、おおいたの食に
関する情報発信を強化する。
　【特】おんせん県おおいたオンラインショップを活用したデジタル
　　　　マーケティングによる情報発信
　・新たに発掘した地域グルメを盛り込んだ宿泊プランの造成　など

観光政策課

199

196

中小企業等の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付
原資を預託する。（新規融資枠　７００億円）
　【新】事業承継に向け、経営者保証の解除に取り組む事業者向け資金
　　　　の創設（１０億円）
　　　　　融資利率　１．６～１．８％　　保証料率　０．１５％
　【新】事業継続力強化計画に沿って免震装置の設置や非常用電源の確
　　　　保等に取り組む事業者向け資金の創設（１０億円）
　　　　　融資利率　１．６～２．２％　　保証料率　０．２５％
　【新】おんせん県魅力アップサポート資金の保証料率の引き下げ
　　　　（０．２５％→０．１５％）
　
　〔債務負担行為　１，５４６，８６９千円〕

198

県内小規模事業者等の計画的な事業承継や承継後の持続・成長を促進
するため、経営者を伴走支援する人材や企業の後継者を育成するととも
に、後継者不在事業者と創業希望者とのマッチング等を行う。
　・金融機関職員等を対象とした伴走支援人材育成研修の実施
　・後継者を対象とした経営力強化研修の実施
　・後継者不在事業者、創業希望者等を対象としたマッチングイベント
　　の開催　など

東アジアやＡＳＥＡＮ諸国に加え、欧米・大洋州からの観光誘客を図
るため、富裕層やリピーターをターゲットにしたプロモーションなど、
各国・地域ごとのニーズに応じた情報発信や誘客対策を行う。
　【特】誘客アドバイザーの設置及び商談会への参加、九州各県連携に
　　　　よるプロモーションの実施（欧米・大洋州）
　【特】ＳＮＳ等による情報発信　など

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要

インバウンド等による観光関連消費の拡大を図るため、観光関連サー
ビスの開発を支援する。
　・地域資源を活用した魅力ある体験型観光サービス開発への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　１００万円

観光客の県内周遊を促進するため、観光客が多く訪れる別府から県内
他地域に送客するためのネットワークづくりに取り組む。

203

宿泊業経営力強化事業201

202

197

特

特



14,729 
(0)

146,160 
(65,906)

97,899 
(90,229)

29,819 
(27,475)

27,819 
(0)

103,717 
(89,633)

71,408 
(78,234)

4,561 
(0)

4,482 
(0)

4,710 
(0)

4,998 
(0)

204

別府を訪れる観光客の国東半島への誘客を促進するため、観光地を紹
介する動画を制作するとともに、ターゲティング広告の実施に向けた学
習会を開催する。

207

食の魅力により県外からの観光需要を獲得するため、おおいたの食に
関する情報発信を強化する。
　【特】おんせん県おおいたオンラインショップを活用したデジタル
　　　　マーケティングによる情報発信
　・新たに発掘した地域グルメを盛り込んだ宿泊プランの造成　など

（再掲）食観光推進事業

インバウンド等による観光関連消費の拡大を図るため、観光関連サー
ビスの開発を支援する。
　・地域資源を活用した魅力ある体験型観光サービス開発への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　１００万円

観光客の県内周遊を促進するため、観光客が多く訪れる別府から県内
他地域に送客するためのネットワークづくりに取り組む。

211

国際航空路線誘致・拡充
促進事業

（再掲）観光消費促進事
業

210
おもてなしの交通環境整
備事業

206

旅行需要が多様化する中、国内旅行者の誘客を促進するため、富裕層
が多い首都圏やリピーター確保につながる近隣県等をターゲットとし、
それぞれのニーズに応じてＳＮＳ等での情報発信や誘客対策を行う。
　・九州・中四国　温泉を核とした周遊キャンペーンの開催による誘客
　　　　　　　　　（リピーター向け)
　・関西・中部　　オンライン旅行会社と連携したターゲティング広告
　　　　　　　　　による誘客(若年者向け)
　・東日本　　　　会員制福利厚生事業者と連携した観光プランの情報
　　　　　　　　　発信による誘客(富裕層向け)　など

214

奥日田地域の豊かな自然環境を生かした域内周遊と滞在型観光を推進
するため、自転車を活用したアウトドア観光など、魅力ある体験型観光
モデルを開発する。

おおいたブランド戦略強
化事業

観光産業の競争力強化と効率的な観光誘客を図るため、観光関連事業
で行うＳＮＳ等での情報発信から得られる観光客の消費動向等のデータ
を収集・分析するデジタルマーケティングの手法を活用し、最適な情報
発信や旅行商品の開発等につなげる。

観光誘致促進
室

国内誘客総合推進事業

205

209

交通政策課

広報広聴課

商業・サービ
ス業振興課

ソウル線の安定的な運航継続と更なる増便を実現するため、運航経費
支援や利用促進対策に取り組む。
【特】定期便の運航が期待される新規国際航空路線の誘致に取り組む。

観光誘致促進
室

「おんせん県おおいた」のさらなる魅力（ブランド力）向上を図るた
め、デジタルマーケティングの手法を積極的に活用し、広報媒体のデジ
タルシフトを強化するとともに、効果的な情報発信によりターゲットに
届く広報を展開する。
　【新】ショートストーリー動画の作成・配信
　【新】県民が投稿した動画や画像を活用した県民総参加型情報発信
　・インフルエンサーやＫＯＬ（キーオピニオンリーダー）の活用を強
　　化した情報発信　など

観光マーケティング推進
事業

212

213

交通規制課

来県する観光客等へ安全かつ快適な交通環境を提供するため、摩耗の
進んだ横断歩道の改修等を集中的に実施する。
　・横断歩道（５３ｋｍ）及び一時停止標示（３８０か所）の更新

観光政策課

観光誘致促進
室
(東部振興局)

別府から国東半島への誘
客促進事業

観光誘致促進
室
(豊肥振興局)

観光誘致促進
室
(中部振興局)

観光誘致促進
室
(西部振興局)

中部管内周遊促進事業

竹田・豊後大野ファンづ
くり事業

ＪＲ豊肥本線全面復旧を見据え、豊肥地域への観光誘客を強化するた
め、ユネスコエコパークやジオパーク等の観光資源を活用した周遊ルー
トの開発やプロモーションを実施する。

大分・湯布院を訪れる観光客等の臼津関地域（臼杵、津久見、佐賀
関）への誘客を促進するため、当該地域への新たな観光周遊ルートを造
成する。

奥日田アウトドア観光魅
力発信事業

208

特

特

地

地

地

地



④海外戦略の推進
（単位：千円）

23,624 
(24,127)

40,726 
(39,969)

⑤いきいきと、多様な働き方ができる環境づくり
（単位：千円）

135,568 
(135,412)

51,927 
(0)

13,357 
(0)

27,646 
(24,891)

23,750 
(31,235)

おおいたブラ
ンド推進課

（再掲）農林水産物輸出
需要開拓事業

新規就業・経
営体支援課

おおいた創生
推進課

おおいた創生
推進課

土木建築企画
課

219

令和２年度
当初予算額

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会が行う輸出拡大の取組を支援する。
　・自由貿易の進展に伴う販売促進（米国、ベトナム、タイ、ＥＵ等）
　【特】輸出にチャレンジする生産者のトライアル出荷等への助成
　・中国への養殖ブリ輸出に必要な放射能検査の迅速化　など

本県への移住就農を促進するため、就農相談会や就農研修等を実施す
る。
　・自営就農・雇用就農相談会、体験研修等の実施
　【特】県外在住者向け農林水産業体験ツアーの開催　など

（再掲）ＵＩＪターン就
農者拡大対策事業

ライフスタイルの転換等を志向する女性を本県に呼び込むため、福岡
市中心部に設置する拠点施設「ｄｏｔ.（ドット）」等を活用し、暮ら
しやすさを始めとした大分移住の魅力発信や移住促進イベント等を実施
する。
　・福岡在住の女性を対象とした移住ｾﾐﾅｰ・ﾂｱｰの実施（各2回）
　・先輩移住者と大分ライフについて語るミニ女子会等の開催（4回）
　・福岡女性に対する大分ライフのＰＲ　など

（再掲）都市圏女性移住
促進事業

国際政策課

216

220

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要

221

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要

令和２年度
当初予算額

元年度7月補正後
予算額

アジア、特にＡＳＥＡＮ諸国の成長を取り込み本県産業の活性化を図
るため、海外戦略に基づくターゲット国・地域ごとにプロモーション等
を実施するとともに、留学生や県人会等とのネットワークづくりを強化
する。
　・タイにおけるプロモーションの実施
　・過去のプロモーション開催地での大分フェアの開催
　　（上海、台湾、香港）　など

海外戦略推進事業

218

（再掲）建設産業構造改
善・人材育成支援事業

215

217

所管課

福岡在住の若年者のＵＩＪターンを促進するため、福岡市中心部に設
置する拠点施設「ｄｏｔ.（ドット）」を活用し、参加者のＵＩＪに対
する意識や関心レベルに応じて県内企業の情報発信を行うイベント等を
実施する。
　・学生・ＵＩＪターン就職希望者向け就職イベントの実施　など

雇用労働政策
課

（再掲）県外若年者ＵＩ
Ｊターン推進事業

所管課

（再掲）ふるさと大分Ｕ
ＩＪターン推進事業

元年度7月補正後
予算額

本県への移住を促進するため、エリアごとにターゲットを定め、それ
ぞれの特徴に応じた情報発信等の取組を強化する。
　・都市圏の非正規雇用の若者を主な対象とした移住モニターツアーの
    拡充（６回）
  【新】移住者受入れに積極的な団体・企業・地域や先輩移住者等によ
　　　　る移住促進へ向けた情報発信・意見交換会の実施
  【特】ふるさとワーキングホリデーの受入れ　など

建設産業における人材確保や生産性向上を図るため、建設労働者のＵ
ＩＪターン促進や就労環境改善の取組等を支援する。
　・建設労働者のＵＩＪターン促進に向けたＨＰの運営や情報発信
　・若手就業者の資格取得を支援する中小企業への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　　５万円
　・就労環境の改善対策の助成
　　　補助率　１／２　　限度額　５０万円　など

特

特



122,389 
(122,388)

145,647 
(136,378)

11,057 
(5,494)

21,000 
(20,000)

3,450 
(0)

32,984 
(17,169)

7,852 
(4,228)

⑥女性が輝く社会づくりの推進
（単位：千円）

18,720 
(0)

224

222

高齢者福祉課

225

229

元年度7月補正後
予算額

女性が輝くおおいたづく
り推進事業

社会教育課

（再掲）外国人介護人材
確保対策事業

226

新たな在留資格（特定技能）の創設に伴い増加が見込まれる外国人労
働者等を本県に誘導するため、外国人が日常生活や社会生活を円滑に営
み、安全に安心して暮らすことのできる受入環境を整備する。
　・外国人総合相談センターの運営
　【新】日本語教室ネットワーク会議の開催
　【新】日本語教室ボランティアのスキル向上に向けた研修会の実施
　【新】災害時通訳ボランティア等に対する外国人支援セミナー開催

国際政策課外国人受入環境整備事業

外国人とのコミュニケー
ション拡大事業

女性が活躍でき、男女が共に働きやすい社会の実現を図るため、経済
団体と連携し、働く女性等のニーズに対応した支援のほか企業、女性、
家庭の意識改革を促すセミナー等を実施する。
　・企業支援　業界別女性活躍トップセミナーの開催（２回）
　・女性支援　キャリア形成セミナーの開催（２講座×６回）
　・家庭支援　固定的な性別役割分担意識の解消を図るセミナーの開催
　　　　　　　（県民向け１回、企業向け２０社×１回）　など

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要

多文化共生社会を実現するため、外国人に対して「迅速に、正確に、
簡潔に」情報を伝える「やさしい日本語」に関する学習会や講座をモデ
ル地区（別府市、中津市）で開催する。
　・地域住民向け学習会の開催（２回）
　・公民館等でのワークショップ等の開催（１回）　など

所管課

ＩＣＴを活用したテレワークにより、多様で柔軟な働き方及び業務の
効率化を推進するため、在宅勤務制度を拡充するとともに、その実施に
必要な環境を整備する。
　【特】在宅勤務制度拡充に伴うパソコン整備　など

人事課
県職員の働き方改革推進
事業

227

高齢化の進展等による福祉・介護ニーズの増大に伴う介護人材不足に
対応し、質の高い外国人介護人材を確保するため、海外の人材養成機関
と連携して現地に大分向けコースを開設する。また、県内関係機関と連
携して外国人介護人材の受入体制を整備する。
　【新】特定技能介護人材を養成する大分向けコースの開設・運営
　【特】外国人介護人材受入れのための環境整備への助成
　　　　（多言語翻訳機購入経費、学習支援経費等）
　　　　　補助率　２／３　　限度額　３８．６万円
　・外国人介護人材受入推進協議会の開催
　・県内に受け入れた外国人介護人材を対象とした集合研修の実施　等

県民生活・男
女共同参画課

外国人労働者受入対策支
援事業

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターを中心として、創業者の成長志向に応じた指導
やフォローアップ等を行う。
　【特】女性の創業促進に向けた支援者ネットワークの構築
　【特】留学生起業家と専門家との意見交換会の開催（２回）
　【特】起業家の資金調達環境整備に対する支援
　・国のわくわく地方生活実現パッケージを活用した起業支援（地域課
　　題解決型起業支援補助）　など
　　　補助率　１／２（国１／４　県１／４）　　限度額　２００万円

223
（再掲）おおいたスター
トアップ支援事業

雇用労働政策
課

経営創造・金
融課

令和２年度
当初予算額

おおいた創生
推進課

本県への移住を促進するため、県外からの移住者に対し住宅の新築費
用等を支援する市町村に対し助成する。
　・新築　　　　　　　限度額　１３０万円(県１／２　市町村１／２)
　・購入　　　　　　　限度額　１３５万円(県１／２　市町村１／２)
　・空き家改修等　　　限度額　１４５万円(県１／２　市町村１／２)
　・店舗等開設　　　　限度額　１００万円(県１／２　市町村１／２)
　・賃貸(引越費用等)　限度額　　５５万円(県１／２　市町村１／２)

本県に移住し県内中小企業に就業又は起業した場合には、上記限度額
を５０万円引上げる。（県が設置するマッチングサイト活用による就業
者、地域課題解決型企業支援補助金の活用による起業者に限る）

新たな在留資格（特定技能）の創設に伴い増加が見込まれる外国人労
働者の県内企業への受入れを促進するため、県内企業向けのセミナーを
開催するとともに、本県で働く魅力を国内外に発信する。
　・外国人労働者雇用対策セミナーの開催
　【特】本県で働く魅力を伝える動画等の作成・発信（３か国）

228

（再掲）移住者居住支援
事業

特

新



49,651 
(46,423)

43,471 
(19,225)

26,976 
(0)

39,141 
(0)

29,625 
(29,140)

786,283 
(415,113)

18,963 
(17,192)

3,319 
(0)

232

建設産業における女性の活躍を推進するため、経営者向けトップセミ
ナーを開催するとともに、現場技術の情報化を活用し、ドローンによる
測量や積算・コスト管理、情報発信能力等を取得するスキルアップセミ
ナー等を開催する。
　・経営者向けトップセミナーの開催（５回）
　・スキルアップセミナーの開催（４コース×６回）
　・ＩＣＴ機器等導入への助成
　　　補助率１／２　限度額５０万円　など

土木建築企画
課

（一部再掲）建設産業女
性活躍推進事業

230
女性のスキルアップ総合
支援事業

多様で柔軟な働き方の推進により女性の就業機会の創出や企業の人材
不足解消を図るため、自営型テレワークに関する支援や、就業体験等を
実施する。
　【特】自営型テレワーカー養成講座(経験者向け)の開催
　【特】自営型テレワーカー活用に前向きな企業に対する支援（お試し
　　　　発注等）
　・再就職支援セミナー、企業説明会、企業見学会の一体的実施
　・託児付き職業訓練の実施（８コース）　など

雇用労働政策
課

女性就農者を確保するため、県内各地で活躍する女性農業者の情報発
信や就農に関心を持つ女性向けセミナー等を開催するとともに、女性が
働きやすい環境づくりに取り組む経営体を支援する。
　・更衣室等の整備費助成　補助率１／２（県１/４　市町村１/４）
【新】女性の独立就農を促進するため、女性向け研修施設の整備に対し
助成する。
　・水耕栽培施設等整備への助成

新規就業・経
営体支援課

（再掲）女性就農者確保
対策事業

231

（再掲）子育てと仕事両
立支援事業

234

教育人事課

こども未来課

子育てと仕事の両立を推進し、希望する子どもの数の実現を後押しす
るため、育児休業と育児短時間勤務を取得しやすい環境を整備する。
　・育児短時間勤務を適用した事業主に対する奨励金の交付
　　　対　　象　直近３年間で初めて従業員が育児短時間勤務を取得し
　　　　　　　　た事業主(常用雇用者数１００人以下)
　　　支 給 額　３０万円
　・育児短時間勤務から続けて次の子どもの育児休業を取得した従業員
　　に対する応援金の支給
　　　支給対象　育児休業給付金の減額分（フルタイム勤務であれば受
　　　　　　　　給できた額との差額分）
　　　支 給 額　上限３０万円

233

教員が産休・育休を取得しやすい環境を整備するため、代替教員を早
期配置し、ゆとりある引継期間を確保する。
　・休暇・休業期間に入る１～４か月前の代替教員配置

235

保育を必要とする世帯の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

こども未来課

多様化する地域課題を住民主体で解決する仕組みをつくるため、地域
づくりの実践に関する研修会の開催や女性リーダーの育成など、女性団
体の活動の充実に向けた取組を支援する。
　・ワークショップ、実践発表等研修会の開催（２回）
　・アドバイザーを活用したモデル地域事業（２地域）

社会教育課
女性の地域活動活性化支
援事業

（再掲）大分にこにこ保
育支援事業

236

237

地域全体で子どもの成長と子育て家庭を応援する環境を整えるため、
地域で子育て応援活動に取り組むリーダーを養成するほか、子育て応援
活動に課題を抱えている団体等を支援する。
　【特】子育て応援活動リーダーの養成（２０人）
　【特】子育てパパのコミュニティーづくりの推進
　・子育て応援活動を行う団体等の活動拡大に要する経費への助成
　　（上限２０万円×１０団体）
　・おおいた子育て満足度日本一推進期間（９月～１１月）での子育て
　　支援に関する県民機運の醸成　など

こども未来課
（再掲）おおいた子育て
応援スクラム事業

（再掲）教員の産休・育
休取得促進事業

特

特

特



⑦活力みなぎる地域づくりの推進
（単位：千円）

500,000 
(500,000)

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和２年度
当初予算額

元年度7月補正後
予算額

238

地域活力の維持・発展を図るため、地域住民等が行う魅力ある地域づ
くりや特色ある取組を支援する。
　・チャレンジ枠　補助率　３／４以内　限度額　２００万円
　・地域創生枠　　補助率　１／３～１／２以内
　　　　　　　　　限度額　３，０００万円（特認　５，０００万円）
　　　　　　　　　支援期間　最長３年
【新】地域交流拠点の設置や移住施策を推進するため、新たな雇用創出
に向けた取組における廃校活用を支援する。
　・地域活力拠点創出枠（※令和４年度まで）
　　　　　　　　　補助率　２／３以内　限度額　３，０００万円

おおいた創生
推進課

地域活力づくり総合補助
金


